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in this department planned and managed events. 
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年 賦役〈％〉 現物貢租〈％〉 貨幣貢租〈％〉 各年計〈％〉
1840 192.64M〈　1.2％〉 192.64M〈　1.2％〉
1841 446.24M〈　2.7％〉 446.24M〈　2.7％〉
1842 93.52M〈　0.6％〉 850.88M〈　5.2％〉 944.40M〈　5.7％〉
1843 82.24M〈　0.5％〉 635.36M〈　3.9％〉 717.60M〈　4.4％〉
1844 973.08M〈　5.9％〉 973.08M〈　5.9％〉
1845  61.40M〈　0.4％〉  61.40M〈　0.4％〉
1846 154.92M〈　0.9％〉 3,006.04M〈18.2％〉 3,160.96M〈19.2％〉
1847
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年 区分① 区分② 区分③ 各年計
1835   12.32 M〈　0.0％〉   12.32 M〈 0.0％〉
1836 2,457.40 M〈　3.0％〉 2,457.40 M〈　3.0％〉
1837 7,364.24 M〈　9.0％〉 7,364.24 M〈　9.0％〉
1838 1,212.80 M〈　1.5％〉  71.28 M〈　0.1％〉 1,284.08 M〈　1.6％〉
1839 3,707.64 M〈　4.5％〉 789.28 M〈　1.0％〉 4,496.92 M〈　5.5％〉
1840 16,213.80 M〈19.9％〉 16,213.80 M〈19.9％〉
1841 6,968.96 M〈　8.5％〉 6,968.96 M〈　8.5％〉
1842 7,766.36 M〈　9.5％〉 7,766.36 M〈　9.5％〉
1843 3,637.40 M〈　4.6％〉 3,637.40 M〈　4.6％〉
1844 2,833.40 M〈　3.5％〉   4.48 M〈　0.0％〉 2,837.88 M〈　3.5％〉
1845 1,769.76 M〈　2.2％〉 1,769.76 M〈　2.2％〉
1846 3,454.56 M〈　4.2％〉 3,454.56 M〈　4.2％〉
1847  152.84 M〈　0.2％〉  152.84 M〈　0.2％〉
1848  567.32 M〈　0.7％〉  209.24 M〈　0.3％〉  776.56 M〈　1.0％〉
1849  169.24 M〈　0.2％〉  169.24 M〈　0.2％〉
1850  200.76 M〈　0.2％〉  200.76 M〈　0.2％〉
1851  268.82 M〈　0.3％〉  268.82 M〈　0.3％〉
1852 5,247.16 M〈　6.4％〉 659.68 M〈　0.8％〉 5,906.84 M〈　7.2％〉
1853 4,887.92 M〈　6.0％〉  53.00 M〈　0.1％〉 4,940.92 M〈　6.1％〉
1854   30.48 M〈　0.0％〉 3,279.60 M〈　4.0％〉 716.60 M〈　0.9％〉 4,026.68 M〈　4.9％〉
1855 2,212.96 M〈　2.7％〉 503.96 M〈　0.6％〉 2,716.92 M〈　3.3％〉
1856 2,203.40 M〈　2.7％〉 2,203.40 M〈　2.7％〉
1857  668.28 M〈　0.8％〉  668.28 M〈　0.8％〉
1858   19.52 M〈　0.0％〉  321.00 M〈　0.4％〉 55.08 M〈　0.1％〉  395.60 M〈　0.5％〉
1859  828.28 M〈　1.0％〉  828.28 M〈　1.0％〉
不明    0.40 M〈　0.0％〉  0.48 M〈　0.0％〉    0.88 M〈　0.0％〉




















































































































































































































（注36）管区村落 α 群は村落整理番号，Nr. 3, 4, 15, 21, 25, 31, 32, 34, 44, 51, 54, 57, 68, 69, 79, 84, 95, 101, 105, 113, 124, 126, 128, 
129, 138と139の26村であり，同β群はNr. 10, 27, 46, 110と118の５村，複合村落はNr. 2, 26, 49, 92, 107, 116, 133, 144と152の９
村，それ以外の115村が騎士領村落である．
（注37）分農場オーバーゲヴァーニッツを所有する騎士領は不明である．Vgl. 松尾 1990, S, 201（注６）．







料地について，Vgl. Blaschke 1957, S. 48; 松尾 1990, S. 189, 204, 217（注６）．






















































S. 166⊖167, 173⊖175, 180, 191⊖193, 221, 231⊖232, 267⊖270, 445⊖446; GS 1837, S. 14⊖15, 17⊖18; GS 1840, S. 147; GS 1846, S. 70; GS 
1949, S. 38; GS 1850, S. 258⊖259; GS 1851, S. 45, 127, 131, 135⊖137; GS 1855, S. 595⊖596; GS 1858, S. 323⊖325. Vgl. Judeich 1862, S. 
8, 15, 22⊖23, 117; Judeich 1863, S. 62, 64⊖66, 72⊖74, 77; Reuning 1865, S. 51; Langsdorff 1876, S. 21; Landrentenbank 1883, S. 36; Bär 
1892, S. 10⊖12, 15⊖16, 24⊖27, 29⊖30, 35, 37⊖39; Groß 1968, S. 104⊖105, 108⊖109, 113⊖116, 120, 139⊖141, 143  （同書［S. 106］は32
年償却法を解説する中で，保有移転貢租の償却が「一方的提議によってのみ可能」と記しているけれども，これは誤植であ
る．なぜなら，同書の別の個所［S. 111］では，保有移転貢租は32年償却法によっては「事実上，償却されなかった．両当
事者の合意が殆ど達成されなかったからである」，と書かれているからである）；Kiesewetter 1981, S. 101; Kiesewetter 1988, S. 
118; 松尾 1990, S. 281; Groß 2001, S. 206; 松尾 2011, S. ₇⊖₈, 10⊖14, 23⊖24. 狩猟権法公布から４年後にユーダイヒは「私法上の
土地負担，地役権，現物貢租，貨幣貢租，および，再獲得された旧狩猟権はすべて，一方的提議に基づいて償却可能」となっ
た，と概括している．Judeich 1862, S. 6.  グロースは，1851年償却法補充法が「一連の償却法補充法を完結」させ，これに
よって，「土地に課される，私人・自発的団体・財団・国庫への貢租・給付はすべて償却可能」となった，と主張している．




れた．GS 1832, S. 180⊖181; GS 1851, S. 133. Vgl. Judeich 1862, S. ₄; Judeich 1863, S. 60; Groß 1968, S. 105, 120; 松尾 2011, S. 8. ②
ザクセンで1838－43年に実施された検地と土地査定に基づいて，１筆毎の「純益」が算定された．そして，1843年地租法第
３条は1NGの「純益」に対して１「地租単位」を課した．GS 1843, S. 8. すなわち，1NT（後には₃M）の「純益」が３「地租
単位」となった．松尾 1990, S. 220（注30）；松尾 2001, S. 18; 松尾 2011, S. 17, 159（注２）．なお，「地租単位」から算出した
年間純益について，松尾 2011，S. 159，上から11行目と，S. 291，上から19行目，および，S. 330，上から１行目の数字には
重大な誤りがある．それらは2,721Tと9,358Tおよび2,467Tでなければならない．




















（注36）管区村落 α 群は村落整理番号，Nr. 3, 4, 15, 21, 25, 31, 32, 34, 44, 51, 54, 57, 68, 69, 79, 84, 95, 101, 105, 113, 124, 126, 128, 
129, 138と139の26村であり，同β群はNr. 10, 27, 46, 110と118の５村，複合村落はNr. 2, 26, 49, 92, 107, 116, 133, 144と152の９
村，それ以外の115村が騎士領村落である．
（注37）分農場オーバーゲヴァーニッツを所有する騎士領は不明である．Vgl. 松尾 1990, S, 201（注６）．







料地について，Vgl. Blaschke 1957, S. 48; 松尾 1990, S. 189, 204, 217（注６）．





















（注43）Blaschke 1957, S. 242. 
（注44）当該騎士領村落の委託地代に占める騎士領帰属地代の割合は，Nr. 1, 55, 85と136の４村では100％である（つまり，領
邦君主ばかりでなく，広義の教会に帰属する地代もない）．その割合が90％を超えるのは，Nr. 123の97％，Nr. 14の96％，Nr. ₆，
23，40，109と137の95％，Nr. 30と93の93％，Nr. 36と74の92％，Nr. 20と47の91％の計13村である．80％台は，Nr. 9, 111と
122（以上３村は88％）からNr. 35，86と96（以上３村は80％）までの20村である．70％台は，Nr. 82, 127と150（以上３村は
79％）からNr. 43と142（以上２村は70％）までの33村である．60％台はNr. 5と98（以上２村は68％）からNr. 11, 75と131（以
上３村は60％）までの16村である．50％台はNr. 18と89（以上２村は57％）からNr. 141（50％）までの11村である．40％台
はNr. 78と108（以上２村は48％）からNr. 146（40％）までの７村である．30％台はNr. 48，61，80と106（以上４村は35％）
とNr. 77（34％）の５村である．20％台はNr. 99（29％），Nr. 37（26％）とNr. 76（21％）の３村である．騎士領帰属部分の





（注45）Vgl. 松尾 1990，第107表（S. 280）．
（注46）Stulz 1956, S. 20.
（注47）Zeise 1965, S. 47⊖48. なお，ミルデナウ村は管区村落 α 群に属した．Blaschke 1957, S. 267.
（注48）GS 1832, S. 183. Vgl. Bär 1892, S. 17; Kötzschke 1953, S. 123; 松尾 1990, S. 231.  なお，大規模な農民追放のためにフーフェ
農が激減したラウジッツと異なって，本領地域では，「1750年について挙げられた［フーフェ農保有地の］数字は，1834年






24.6％から13.5％にほぼ半減し，後者が30.4％から46.8％に激増した，と推計している．Blaschke 1967, S. 190⊖191. Vgl. 松尾 
1990, 第19表（S. 64）．また，同じ期間の農村人口増加率は，ザクセン全体で89.9％であったのに対して，グローセンハイン
郡のそれは66.0％に過ぎなかった．Blaschke 1967, S. 157. しかも，1750年と1843年の農村人口密度はザクセン全体の37.7％と
71.6％に対して，当郡のそれは遥かに低く，26.9％と44.6％であった．Blaschke 1967, S. 91, 98. Vgl. 松尾 1990, S. 62.  ②本領
地域の1750年の郡を見ると，農村人口に占める園地農・小屋住農の比率は，最も高い34－46％の郡が１郡あり，それに次
ぐ，22－34％の間の郡が13郡で，最も低い郡は12－22％で，８郡あった．最後者の郡の１つが当郡であった．Blaschke 1962, 
S. 167，第17表. Vgl. 松尾 1990, S. 64．以上を考慮して，1843年における当郡のフーフェ農，園地農と小屋住農の実数を便宜
上18世紀央のそれと見なした．
（注50）本稿第２節（₄）, S. 16．
（注51）Vgl. Größel 1896, S. 10, 23, 35, 48, 71; 松尾 1990, S. 144, 151, 156, 163, 176.
（注52）Blaschke 1957, S. 42, 47, 49, 53, 61. なお，当郡管区村落 α 群に属し，領邦君主帰属地代が90％以上（95－99％）の４村
（本節（注38）参照）の事情も同様である．すなわち，Nr. 15はNr. 141の，Nr. 54, 105と128はNr. 133の教区に編入されていた．
また，騎士領帰属地代が90％以上（91－97％）の騎士領村落13村（本節（注44）参照）の事情も，１例を除いて，同様である．
すなわち，Nr. ６はNr. 141の，Nr. 14はNr. 41の，Nr. 21と30はNr. 88の，Nr. 23はNr. 123の，Nr. 32はNr. 60の，Nr. 36はNr. 73の，
Nr. 40，109と137はNr. 29の，Nr. 74と93はNr. 38の，教区に編入されていた．ただし，Nr. 123は特異である．ここには教区教
会があり，Nr. 11, 23（上記），25, 86と152の５村もこの教区に編入されていた（以上，Blaschke 1957, S. 40, 42⊖49, 53, 55⊖57, 
59⊖60）けれども，これら６村からNr. 123の所在の広義の教会に関して委託された地代は，極めて小さい．松尾 1990, S. 146, 
148⊖149, 163, 173, 179⊖180. 






後者と隣接していた．Vgl. 松尾 1990, S. 220（注31）．さらに，①ラーデブルクは事実上かつての騎士領所属都市であり，騎
士領ラーデブルクはラーデブルク市の荘園領主であった．Blaschke 1957, S. 56; 松尾 1990, S. 216（注３）；松尾 1994（₃）, S. 
374⊖375; 松尾 1994（₄）, S. 376, 379. しかし，同騎士領は，当郡のすべての村で委託地代の権利者として記載されていないから，
同市のみを所有していたのであろう．同市は1832年都市自治体法適用都市としてグローセンハイン税務区の「地方委託地代
台帳」（農村の部）には記載されていなかった，と考えられる（本節（注５）参照）．今一つの1832年都市自治体法適用都市




（₃）, S. 366⊖367. ②Blaschke 1957, S. 52, 63 記載の２騎士領ミュールバッハとチャウイッツについては，当郡の同名の村（Nr. 
76と154．なお，後者の村では一部支配）に，少額ながら，賦役を含む権利者不記載委託地代がある．
（注54）Vgl. Größel 1896, S. 32; 松尾 1990, S. 155. ──それ以外に，その村の委託地代総額に占める，騎士領帰属部分の比率の低
い騎士領村落として，Nr. 60（９％）とNr. 154（６％）があったことは，本節（注44）に記した．
（注55）Groß 1967⒝, S. 6. ただし，①ヴァインスドルフ村（Wainsdorf）は，Blaschke 1957, Register, S. 57*に記載されていないの
で，不明である．なお，②ヴァインスドルフ村（Weinsdorf）（ロホリッツ郡）の荘園領主は，Blaschke 1957, S. 261によれば，
1764年にミットヴァイダ市参事会であった．したがって，①の村は②とは異なる．
　　　　追加引用法令
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（注43）Blaschke 1957, S. 242. 
（注44）当該騎士領村落の委託地代に占める騎士領帰属地代の割合は，Nr. 1, 55, 85と136の４村では100％である（つまり，領
邦君主ばかりでなく，広義の教会に帰属する地代もない）．その割合が90％を超えるのは，Nr. 123の97％，Nr. 14の96％，Nr. ₆，
23，40，109と137の95％，Nr. 30と93の93％，Nr. 36と74の92％，Nr. 20と47の91％の計13村である．80％台は，Nr. 9, 111と
122（以上３村は88％）からNr. 35，86と96（以上３村は80％）までの20村である．70％台は，Nr. 82, 127と150（以上３村は
79％）からNr. 43と142（以上２村は70％）までの33村である．60％台はNr. 5と98（以上２村は68％）からNr. 11, 75と131（以
上３村は60％）までの16村である．50％台はNr. 18と89（以上２村は57％）からNr. 141（50％）までの11村である．40％台
はNr. 78と108（以上２村は48％）からNr. 146（40％）までの７村である．30％台はNr. 48，61，80と106（以上４村は35％）
とNr. 77（34％）の５村である．20％台はNr. 99（29％），Nr. 37（26％）とNr. 76（21％）の３村である．騎士領帰属部分の





（注45）Vgl. 松尾 1990，第107表（S. 280）．
（注46）Stulz 1956, S. 20.
（注47）Zeise 1965, S. 47⊖48. なお，ミルデナウ村は管区村落 α 群に属した．Blaschke 1957, S. 267.
（注48）GS 1832, S. 183. Vgl. Bär 1892, S. 17; Kötzschke 1953, S. 123; 松尾 1990, S. 231.  なお，大規模な農民追放のためにフーフェ
農が激減したラウジッツと異なって，本領地域では，「1750年について挙げられた［フーフェ農保有地の］数字は，1834年






24.6％から13.5％にほぼ半減し，後者が30.4％から46.8％に激増した，と推計している．Blaschke 1967, S. 190⊖191. Vgl. 松尾
1990, 第19表（S. 64）．また，同じ期間の農村人口増加率は，ザクセン全体で89.9％であったのに対して，グローセンハイン
郡のそれは66.0％に過ぎなかった．Blaschke 1967, S. 157. しかも，1750年と1843年の農村人口密度はザクセン全体の37.7％と
71.6％に対して，当郡のそれは遥かに低く，26.9％と44.6％であった．Blaschke 1967, S. 91, 98. Vgl. 松尾 1990, S. 62. ②本領
地域の1750年の郡を見ると，農村人口に占める園地農・小屋住農の比率は，最も高い34－46％の郡が１郡あり，それに次
ぐ，22－34％の間の郡が13郡で，最も低い郡は12－22％で，８郡あった．最後者の郡の１つが当郡であった．Blaschke 1962, 
S. 167，第17表. Vgl. 松尾 1990, S. 64．以上を考慮して，1843年における当郡のフーフェ農，園地農と小屋住農の実数を便宜
上18世紀央のそれと見なした．
（注50）本稿第２節（₄）, S. 16．
（注51）Vgl. Größel 1896, S. 10, 23, 35, 48, 71; 松尾 1990, S. 144, 151, 156, 163, 176.
（注52）Blaschke 1957, S. 42, 47, 49, 53, 61. なお，当郡管区村落 α 群に属し，領邦君主帰属地代が90％以上（95－99％）の４村
（本節（注38）参照）の事情も同様である．すなわち，Nr. 15はNr. 141の，Nr. 54, 105と128はNr. 133の教区に編入されていた．
また，騎士領帰属地代が90％以上（91－97％）の騎士領村落13村（本節（注44）参照）の事情も，１例を除いて，同様である．
すなわち，Nr. ６はNr. 141の，Nr. 14はNr. 41の，Nr. 21と30はNr. 88の，Nr. 23はNr. 123の，Nr. 32はNr. 60の，Nr. 36はNr. 73の，
Nr. 40，109と137はNr. 29の，Nr. 74と93はNr. 38の，教区に編入されていた．ただし，Nr. 123は特異である．ここには教区教
会があり，Nr. 11, 23（上記），25, 86と152の５村もこの教区に編入されていた（以上，Blaschke 1957, S. 40, 42⊖49, 53, 55⊖57, 
59⊖60）けれども，これら６村からNr. 123の所在の広義の教会に関して委託された地代は，極めて小さい．松尾 1990, S. 146, 
148⊖149, 163, 173, 179⊖180. 






後者と隣接していた．Vgl. 松尾 1990, S. 220（注31）．さらに，①ラーデブルクは事実上かつての騎士領所属都市であり，騎
士領ラーデブルクはラーデブルク市の荘園領主であった．Blaschke 1957, S. 56; 松尾 1990, S. 216（注３）；松尾 1994（₃）, S. 
374⊖375; 松尾 1994（₄）, S. 376, 379. しかし，同騎士領は，当郡のすべての村で委託地代の権利者として記載されていないから，
同市のみを所有していたのであろう．同市は1832年都市自治体法適用都市としてグローセンハイン税務区の「地方委託地代
台帳」（農村の部）には記載されていなかった，と考えられる（本節（注５）参照）．今一つの1832年都市自治体法適用都市
グローセンハインはかつての領邦君主直属都市であり，その荘園領主は同市参事会であった．Blaschke 1957, S. 48; 松尾 1994
